
 

 

 

◆◇ 欧 州 と I L O ◇◆ 

◆◇  (ILO  and  Europe）◇◆ 

欧州・中央アジア地域のILO加盟国は、英国、ノルウェー、ロシア、トルコ等欧州連合(EU）、南東欧、
独立国家共同体(CIS）諸国など計51カ国(注1）になります。 

 

ILOでは、アジア太平洋、米州、アフリカ、欧州の順番で、域内ILO諸国政労使が当該地域における
ILOの事業計画・活動に関して見解を表明し、地域の政策と優先事項を定める地域会議を毎年一つ
ずつ開催しています。 

 

＊第8回欧州地域会議 

 

世界金融危機が仕事の世界に与える影響に対する懸念が高まる中、2009年2月10-13日にリスボ
ンで開かれた第8回ILO欧州地域会議では、戦後最悪とされる経済危機が雇用、ディーセント・ワーク
(働きがいのある人間らしい仕事）、持続可能な企業、社会保障、社会の結束にもたらした課題が議論
の中心を占めました。 

 

モルドバのグレチャン首相を始めとする、政労使ハイレベル代表者が出席して開かれたパネル討議で
は、金融・経済危機に対する包括的な政策対応に関する話し合いが行われました。地域の経済環境
と雇用情勢、労働市場政策とフレクシキュリティ(安全保障を伴った柔軟性）、賃金政策、社会対話、
仕事と家庭の両立に向けた政策、社会的保護、就労上の基本的な権利といった、七つのパネル討議
も開かれました。 

 

討議資料として、欧州地域におけるディーセント・ワークの状況を扱った2冊の事務局長報告と、経済
危機に対する最新の政策対応をまとめた特別報告が提出されました。「Delivering  decent  work  in 
Europe  and  Central  Asia(欧州・中央アジアにおけるディーセント・ワークの提供・英語）」と題する2分
冊の事務局長報告は、経済成長と生産性の様々な動向が地域の雇用情勢及び労働・生活条件に
どのような影響を与えてきたかを検討すると共に政策上の主要課題に光を当て、解決策を提示していま
す。「Towards  decent  work  outcomes:  石  review  of  ILO  work  for  2005-08(ディーセント・ワ
ークの成果に向けて：2005-08年のILOの活動点検・英語）」と題する事務局長報告は、ディーセント・ワ
ークに向けた域内諸国の具体的な取り組みを記しています。「Policy  responses  to  the  economic 

crisis:  A  decent  work  approach  in  Europe  and  Central  Asia(経済危機に対する政策対応：
欧州・中央アジアにおけるディーセント・ワーク・アプローチ・英語）」は、最新の経済情勢に鑑み、地域に
導入された景気刺激策を詳しく検討し、ディーセント・ワークを回復努力の中心に据える統合的な政策
手法を提案しています。 

 

◆結論 

 

第8回欧州地域会議は、過去60年間で最も深刻な経済危機に見舞われている欧州において雇用を
維持  し、経済成長を回復するための取り組みの調整を呼びかける結論を採択して閉幕しました。結論
は、この危機が域内で近年見られてきた労働市場の改善とディーセント・ワークの創出に向けた進歩の
多くを反転させる可能性を指摘し、すべての政策策定者とILO加盟国政労使が手を取り合って危機の
克服に向けて努力することを求めています。そして、景気後退に対抗する戦略を開発し、政府、使用者、
組合の公約を実行する上での鍵となる手段として社会対話の重要性が強調されました。 

 

会議では、調整を図った景気刺激策が総需要の拡大、デフレスパイラルの回避、雇用とディーセント・ワ
ークの機会の維持に向けて設計されており、改革後の金融市場が生産的な投資とディーセント・ワーク
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のために必要な資本を持続可能な企業に供給することの確保が決定的に重要とされ、実効性のある
社会対話と団体交渉の緊急の必要性が強調されると共に、最も脆弱な層の人々が労働市場から離
れてしまったり、働く貧困層(ワーキング・プア）と化さないよう保護することが求められました。長期的には
危機の影響を悪化させる効果しかないあらゆる形態の保護主義を回避する手段として、国家、地域、
世界の各レベルにおけるさらなる政策整合を図ることも求められました。人種や宗教に対する憎悪、移
民や少数民族に対する差別、組合代表の不当処遇、危機を悪化させるであろう保護主義経済政策   
といった形で現れる失業問題と社会的排除の深刻化に対する政治的反応の再燃の危険に特に目を
光らせ   続けることも公約されました。 

 

会議の結論はまた、経済危機の深刻さは安定した雇用を有する多くの人々を含む幅広い労働者に
影響を与えるほどであり、信用市場がより正常な状態に復帰するまで、賃金切り下げやさらなる一時解
雇、失業問題深刻化の危険が依然として残るであろうとして、景気後退が労働者の搾取の増大につな
がる危険に対する重要な防御策である就労上の基本的な権利と原則の保護、国際労働基準の推進、
技能開発と 訓練の増大、社会対話の仕組みの十分な活用を強調しています。ディーセント・ワーク課
題の実施に向けた統合的な取り組みを開発する手段としてディーセント・ワーク国別計画へのさらなる参
加も呼びかけられました。 

 

＊近年の欧州・中央アジアにおける仕事の世界 

 

欧州・中央アジアではディーセント・ワークが主要なテーマになって既に10年近くが過ぎました。 

2000年に開かれた第6回欧州地域会議で、ディーセント・ワークを地域のすべての人々の現実のものと
することへの誓いが立てられ、2005年の第7回会合でも調和の取れた経済成長、企業育成、雇用、安
定性、包摂を育む上でのこのディーセント・ワーク課題の役割が再確認されました。21世紀の最初の10
年が終わりに近づいている今、比較的力強い経済成長を謳歌してきたこの地域にも景気の低迷と不均
衡が忍び寄りつつあり、労働市場の動向がますます注視されるようになっています。 

 

以下に、主として地域会議に提出された討議資料をもとに、欧州・中央アジア諸国の労働・社会情勢
の概況を紹介します。 

 

◆深まる景気後退と金融・経済危機対応 

 

1995-2007年に欧州・中央アジア地域では政治・経済面における数多くの進展がありました。EU加盟
国は12カ国から27カ国に増加し、経済の統合と共に多様化も進み、ほとんどの国で就業率は上昇し、 
失業率は低下しました。しかし、2009年初めの現在、世界の経済情勢は劇的に変化し、金融危機が
地域の経済や雇用情勢にどんな影響を与え、それがディーセント・ワークの促進にどんな意味を持つか、
まだはっきりと判明していません。 

 

1990年代初めから欧州・中央アジアは大きな景気変動を経験しています。第5次拡大前までの加盟
国であるEU15カ国(注2）は90年代後半から比較的堅調な経済成長を享受し、90年代前半に年平均
1.6%であったGDP(国内総生産）成長率が、後半には2.8%に上昇しました。2000年代前半に1.6%と減速
したものの再び持ち直した後、2008年の危機に突入しています。 

 

EU新加盟12カ国(注3）は2000年代にかなりの経済成長を持続してきました。2001/02年からは独立
国家共同体(CIS）諸国、EU非加盟バルカン諸国(1、2の例外あり）、トルコも持続的な成長路線に乗り、
最近ではEU旧15カ国を2.5-3.5ポイント上回る成長が記録され、地域経済の平準化が進んでいます。 

 

2008年第2-3四半期にユーロ圏と欧州・中央アジアの地理的に最も大きな国々の多くで産出高の低
下が始まり、経済危機の影響が当初考えられたよりも広範囲に及び、顕著であることが明らかになりまし
た。2008年9月中旬からリスク回避行動が強まり、移行経済諸国への資本の流れは途絶え、これらの
国では株式市場が暴落しました。最新の予測では、EUのGDP成長率は2009年にマイナス1.8%となり、
2010年にプラス0.5%の回復を示すとされています。 

 



 

金融危機の労働市場に対する影響は、既に域内全域で見られ、EU非加盟の中欧・南東欧諸国、
CIS諸国では1990年代半ば以降初めて失業率が上昇し、2007年の8.5%が2008年には8.8%に上昇しま
し た。EUでも2008年に就業者数は350万人減り、失業率は2009年に8.7%、2010年に9.5%に上昇する
と予測されています。危機の影響は他の地域同様、まず金融・建設部門に現れた後、製造業やサービ
ス部門に波及し、供給網を通じて受注は急激に落ち込み、失業問題が発生しています。地域の労働
市場の不振の度合いは公式データに十分反映されておらず、労働時間の短縮、無給の管理休暇、さ
らには賃金遅配で企業が景気後退に対応している様子が多くの国で見られます。暮らしに不安を覚え
ている消費者や失業者またはワーキング・プアとなってしまった人々は支出を切りつめる以外に選択肢は
ほとんどなく、したがって経済活動はますます悪循環に陥っています。若者や未熟練労働者、移民といっ
た特定の労働者層が危機の影響をより強く受けるものと予想され、インフォーマル経済で働く人々の数
の急増も考えられます。経済危機の悪化が社会不安を引き起こした国もあります。 

 

危機突入前の各国の状況は一律ではなく、失業率にもかなりの違いがあったため、労働市場に現れる
影響も均一ではないと考えられます。長引く深刻な景気後退が社会や政治に与える影響を評価するこ
とは困難ですが、その結果は調整の取れた政府の方策の実効性と、地域経済及び世界経済が持続
可能で社 会的に公平な成長に向かう道を見つけるのに要する時間に左右されると思われます。 

 

2008年9月から12月にかけて大半の国が著しくゆるめた財政政策も今のところ、景気の下降傾向を逆
転させるのに効を奏していないように見えます。経済危機に対応した財政政策は小地域ごとに大きな違
いがあり、ベラルーシ、ハンガリー、アイスランド、ラトビア、ウクライナといった国はIMFからの緊急貸付を得
るため、デフレ政策を導入する必要がありました。EUでは2008年12月12日に欧州経済復興計画が承
認され、中小企業や再生可能エネルギー、クリーンな輸送や自動車産業を含む様々な分野に向けた
支出を300億ドル増やすことが決定されました。欧州・中央アジア全体にわたり、政府当局は金融市場
の安定化を助け、企業や一般世帯への貸付を維持し、それによって雇用と収入の維持を図るため、金
利の大幅引き下げ、流動性確保に向けた大幅資金投入などの特別の措置を講じることを求められまし
た。 

 

各国の景気刺激策が雇用とディーセント・ワークに与える影響を現段階で評価することは困難で、 

1）景気刺激策の規模、2）諸策が実施されるスピードと刺激の長さ、3）追加的な初期刺激が経済に 
貯留または経済から撤回される程度、4）輸入増を通じて刺激が国内経済から漏出する規模と何らか
の   需要増に応えて供給できる能力、5）財政赤字増の長期的な結果、といった様々な要素に左右さ
れます。 

 

地域会議では、成長を回復し、その中における雇用の割合を高め、経済の変動性を減らすことがディ
ーセント・ワーク課題を追求する上で必須とされ、以下を確保することが重要とされました。 

 

1.調整を図った景気刺激策が総需要を拡大し、デフレスパイラルを回避し、雇用とディーセント・ワークの
機会を維持するように設計されていること 

2.改革後の金融市場が、持続可能な企業が生産的な投資とディーセント・ワークに必要とする資本を
供給すること 

3.特により小規模の、持続可能な企業に適切な融資機会が確保され、回復に向けて備えさせること 

4.就労における基本的な原則と権利が守られ、危機において特に重要な国際労働基準が促進される
こと 

5.公共投資と公共調達において職場の基本的人権が尊重されること 

6.回復準備を整えるため、技能開発、質の高い訓練と教育の機会を高めること 

7.情報共有及び合意された政策対応の決定において、社会対話の仕組みが十分活用されること 

8.最も弱い人々の層が十分保護され、労働者が労働市場から分離したり、ワーキング・プア化しないよう
にすること 

9.使用者は可能な限り、雇用の維持に向けた労働時間短縮の合意などを通じて、市場が回復した際
に必要となる労働者を維持すること 

10.低炭素経済など、雇用や基盤構造における投資機会を逃さないこと。 

 



 

域内諸国の多くが景気後退の影響を緩和するため、景気刺激策を発表していますが、地域会議で
は、これらの政策対応を、回復が公正なグローバル化に向けたより持続可能な道につながるよう刺激す
る国際的な取り組みの一部とすることも求められました。さらに、持続可能な官民企業を導く環境の促
進が回復、成長、貧困削減にとって決定的に重要な基盤であることが確認され、生産基盤に深刻な
被害が及ぶのを避けるため、運転資本及び中長期投資資本のより正常な供給を回復させることが緊
急優先事項とされました。 

◆多様な生産性動向 

 

労働生産性、実質GDP、総実労働時間の推移 

  

EU新加盟12カ国におけるGDPの実質年成長率は1995-2007年に平均4.1%であったのに対し、EU旧
15カ国では同じ期間、2.3%に留まりました。前者では同じ期間に年に約4%の生産性の伸びが記録され
たのに対し、後者全体における平均の伸びは1.4%に過ぎませんでした。 

1990年代後半以降のEU旧15カ国の生産性の伸びは他の先進国と比較しても低いものの、総労働
時間は毎年1%近い増加を示しており、それだけで見ると、労働市場の成績は生産性が高い米国にも
匹敵すると言えます。EU旧15カ国では90年代半ば以降、資本対総実労働時間比率も資本産出高
比率も伸び率が低下していることから、これらの諸国では生産技術の選択において資本集約度が弱ま
り、より労働集約的になったと言えます。これは実質賃金の伸びの抑制と共に進み、過去10年、EU旧
15カ国では実質単位労働コストと国民所得の中で労働に向けられる部分の割合が低下してきました。
実質賃金の伸びの抑制が最も強かった国と、生産性の伸び及び資本労働比率の鈍化が激しかった国
は一致しています。 

 

過去10年間にEU旧15カ国で記録された総実労働時間の増加は、労働力率と就業率の大幅な上
昇に反映されており、この雇用成績の向上は、パートタイムや臨時雇用といった、訓練や技能開発の機
会、また生産性向上を求める動機の低さなどを原因として、生産性が低くなる傾向がある、非典型的
な雇用形態の相当量の増加と一致しており、少なくとも部分的にはこの結果でもあります。 

 

◆雇用情勢の改善 
労働生産性、実質GDP、総実労働時間の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

米  国 
EU EU 

旧15カ国 新12カ国 
EU 

現27カ国 
日   本 

労働生産性の推移(時間当たりGDP、年平均、%） 

1987-95年 1.2 2.2 - - 3.2 

1995-2007年 2.1 1.4 3.9 1.8 1.8 

うち 
 

2000-07年 2.0 1.2 4.4 1.6 1.9 

2005年 1.5 1.0 2.7 1.0 2.1 

2006年 1.0 1.5 4.1 1.7 1.3 

2007年 1.1 1.3 3.5 1.4 1.4 



 

 

総実労働時間の推移(年平均、%） 

 
1987-95年 1.6 0.1 - - -0.2 

1995-2007年 1.0 0.9 0.1 0.7 -0.5 

うち      

2000-07年 0.4 0.8 0.4 0.7 -0.4 

2005年 1.5 0.6 2.0 0.9 -0.2 

2006年 1.9 1.3 2.3 1.6 0.9 

2007年 1.2 1.4 2.5 1.7 0.4 

 

実質GDPの推移(年平均、%） 

1987-95年 2.7 2.3 - - 2.9 

1995-2007年 3.1 2.3 4.1 2.5 1.3 

うち      

2000-07年 2.4 2.0 4.8 2.3 1.5 

2005年 3.1 1.6 4.8 2.0 1.9 

2006年 2.9 2.8 6.4 3.2 2.2 

2007年 2.3 2.7 6/1 3.1 1.9 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

 

 

 

労働力率、総実労働時間、就業率、失業率といった点から見ると、国による違いはあるものの、地
域の雇用量は大幅な拡大を遂げています。EU旧15カ国では2000年以降に約1,000万人分の雇用が
創出され、1995年に59.9%であった就業率が2007年には67.0%へ、1995年に67.2%であった労働力率が
2007年には71.6%とかなりの上昇が記録されています。地域内の他の部分における動向はより不安定で、
EU新加盟12カ国では1995-2007年のGDP累積成長率は60%を超えているものの、雇用はほとんど伸び 
ず、「雇用なき成長」が見られました。他の部分の雇用情勢はより多様で、ロシアとウクライナでは1990
年代後半の危機後に雇用がかなり伸びたものの、南東欧諸国では雇用の低迷または悪化が見られま
した。トルコでもほとんどの西バルカン諸国同様、雇用なき成長が見られました。 

 

労働市場のデータをもう少し細かく分析すると、元気づけられる点とがっかりさせられる点があることが
発見されます。プラス面では、過去10年に女性の就業率が劇的に伸び、特にEU旧15カ国では1995 年
から2006年の間に約9ポイントの上昇が記録されました(男性は約3ポイント）。高齢者層(55-64歳）の
労働力率と就業率も大きく上昇し、EU旧15カ国ではこの年代の労働者の就業率が1995年から2006
年の間に9.4ポイント上昇しました。残念ながら若者(15-24歳）の就業率はさほど好転せず、若者の失
業は依然として地域全体の問題です。 

 

◆非典型労働の増加 

 

地域全体で、近年見られる雇用の大幅な拡大において、パートタイム雇用、有期雇用、派遣労働
を含む臨時雇用、テレワーク、実際には偽装雇用である特定の自営業、インフォーマル経済における労
働といった、非標準的な雇用形態が大きな部分を占めています。この詳しい構成は、国によって、または
小地域によって異なります。 

 

有期契約で働く労働者として見た場合、EU旧15カ国における臨時雇用に従事する労働者の割合
は 

1995年に総就業者の11.8%でしたが、2006年には14.7%と約25%の増加を示しています。興味深いことに、
割合は男女でほぼ等しくなっています。EU新加盟12カ国、西バルカン諸国、CIS諸国でも臨時雇用の
拡大が見られ、ポーランドでは2000年から2006年の間に5倍に膨らみ、ロシアでは総就業者に占める割
合が1995年の2.3%から2004年には6.0%に上昇しています。一方、デンマーク、アイルランド、英国を中心
に、同じ期間に、EU加盟国中7カ国で臨時雇用従事者比率の低下が見られます。 

 

同じ仕事に従事している正規労働者に比べ、臨時労働者は、賃金、雇用保障、研修や保育施設
のような企業の提供するサービスを利用できる機会、社会保障による保護が提供される機会、昇進の
機会、金融機関が提供する住宅ローンの利用機会など、数多くの点でより不利な立場に置かれていま
す。臨時労働に携わる割合は特に若者(15-24歳）の間で高く、例えば、スロベニアでは2006年に若者
の3分の2が有期雇用に従事していましたが、これは1995年から倍増しています。臨時雇用の契約期間
が短縮する 傾向も見られ、不安定度を高めています。 

 

派遣労働も急速に拡大しつつあり、完全なデータはないものの得られる数値からは確実な増加が示
されています。EU現加盟27カ国では2006年に総就業者の3.8%を占める800万人の派遣労働者の存在
が推計されています。オランダのように社会保障その他において派遣労働者に正規労働者と同じ権利を
付与している国もありますが、そのような権利がなく、報酬の点で差別を受けている国もあり、2008年6月
にEU加盟諸国は派遣労働者により多くの安全保障とより良い労働条件を提供することに向けた合意を
達成しています。 

 

EU旧15カ国ではパートタイム労働も過去10年に劇的な増加を示しており、2006年までに就業者の5
人に1人がパートタイマーとなっていま  す。増加傾向は2000年以降に加速していますが、就業者に占め
る割合では、下はギリシャの5.7%から上はオランダの46.2%まで、依然大きな差があります。対して、EU新



 

加盟12カ国、南東欧、CIS諸国ではパートタイム労働は依然限られています。ほとんどすべての国で、パ
ートタイマーの圧倒的多数を女性が占め、2006年にEU旧15カ国の雇用者に占める割合では女性が約
37%に達したのに対し、男性はわずか7%でした。女性の多くが他に雇用機会がないためにパートタイム雇
用を選択しています。パートタイム労働に従事する女性はギリシャでは10人に 

1人であるのに対し、オランダでは3分の4の女性に達しています。時間当たり賃金、賃金外手当、社
会的保護、研修やキャリア開発の機会などで、しばしばパートタイマーの待遇はフルタイマーより低くなっ
ています。EU以外ではパートタイム労働に関する比較可能なデータは存在しませんが、幾つかの国では
企業のニーズに合わせた労働時間の短縮が見られます。例えば、ウクライナでは1999年に労働力の
39.4%が労働時間短縮の影響を受けており、この数字はその後低下したものの、依然として通信・運輸
(2004年のデータで、従業員の23.3%）、建設業(同21.9%）、製造業(同17.5%）といった幾つかの産業では
相当割合の労働者に影響が及んでいます。 

 

自営業は多くの国で縮小傾向にあり、1990年代半ば以降、加盟候補国を含むEU28カ国中23カ国
で自営業者は減少しています。この時期、わずかな増加が記録されたのは、スロバキア、チェコ、オラン  
ダ、ドイツの4カ国のみです。南欧諸国及び農業就業者比率が高いルーマニア、ギリシャ、ブルガリア、ポ
ーランド、ポルトガル、クロアチア、キプロス、アイルランド、イタリアといった国では自営業者の割合が高い
傾向があり、一方、スウェーデン、ルクセンブルク、デンマーク、エストニア、フランスといった国では全就業
者に占める割合が10%を下回っています。CIS諸国について得られるデータは多様な動向を示しており、
例えば、ロシアでは自営業者の割合が2001年に8%であったのが2007年に7.6%と微減したのに対し、
1999年に6.9%であったウクライナでは2006年に17.6%に増加しています。この傾向は、経済が発展し、所
得が上昇すると、賃金雇用が好まれる雇用形態になるという説を大体に  おいて支持しています。 

 

非典型雇用は若者に就業体験と能力を発揮する機会を与える場合のように、正規雇用に進むため
の踏み石となる場合があります。ルクセンブルクやオーストリアでは臨時契約保有者の半分以上が正規
雇用に移行するのに対し、フランスではこの割合は2割に留まるといったように、国による相当の違いが見
られるものの、EU旧15カ国についての1995年から2001年までの期間のデータによれば、臨時契約保有
者の平均わずか3分の1しか正規雇用に移行できていないことが示されています。非典型的な雇用契約
の拡大が真の選択の結果であるためには、この種の労働形態が社会的保護の対象となり、労働者が
希望した場合、フルタイムの正規職に移行できることを支援するインセンティブが存在する必要があります。
例えば、スペイン(2006年）のように幾つかの国は、臨時契約の更新回数を制限し、企業に有期契約を
正規契約に転換するインセンティブを提供するよう労働法を改正しています。 

 

過去には、非典型的な雇用形態の成長は過度の雇用保護の結果であるとの主張が時に見られまし
た が、例えば現在、EU旧15カ国よりも雇用保護法制が平均して緩やかなEU新加盟12カ国で臨時労
働の  急激な拡大が見られるといったように、近年、雇用保護法制自由化の傾向があるにもかかわらず、
非典型的な雇用形態の拡大は維持されているか、加速化しています。ILOの最近の調査研究では、こ
の地域、そして特にEU新加盟12カ国では雇用保護法制の厳しさが全体的な失業率や長期失業率、
若者の失業率に何ら有意の影響を与えていないことが推測されており、重要な影響を与えているのは、
例えば、失業減に効果的な積極的労働市場政策のような労働市場の他の機構であることが示されて
います。 

就業者全体に占める臨時雇用労働者の割合 

 

 

 

 



 

◆ますます柔軟になる労働時間編成とワーク・ライフ・バランス 

 

欧州諸国のほとんどで平均週労働時間は減少を示し、企業はますます、1日、週、月、さらには年間
を通じての労働時間の柔軟性を許す様々な種類の労働時間形態に頼るようになってきています。これ
は漸進的ながら現実の傾向で、1995年に作業時間が固定されていたEU労働者は全体の約65%であっ
たのが、2005年には61%に減っています。必ずしも常にではないものの、柔軟な労働編成は家庭生活と
地域社会に悪影響を及ぼし、EU旧15カ国で見られた生産性の伸びの鈍化には、些少ではあるものの
週末労働と夜間労働の拡大が寄与している可能性があります。労働時間の柔軟性が企業と労働者
の双方に利益するには、労働者のニーズと企業の要求の両方を考慮に入れることが必須です。例えば、
パートタイマーが阻害されないよう、均等待遇保障と組み合わせることや、フルタイム労働に復帰できる
選択肢が確保されるよう転換が可能であることが求められます。 

 

賃金、労働時間、作業組織、母性保護、ワーク・ライフ・バランス(仕事と生活の調和）は、勤労生  
活の質とディーセント・ワークを相互に接続する数多くの側面の一部です。高齢化、女性の労働力率の
上昇、家族構造の変化、作業編成・生産組織の変化によって、欧州・中央アジア全域にわたり、有償
労 働と家庭・家事責任との間の緊張が高まってきています。この緊張に対処する必要性に対する認識
は政  策策定者や社会的パートナーの間で高まってきているものの、まだ多くの国で仕事と家庭の両立
に向けた一貫性のある効果的な方策が欠けています。労働時間編成がこの方策の一つの重要な要素
となる可能性があります。ワーク・ライフ・バランスの維持は働く男女とその家族の安寧に寄与するだけで
なく、生産性を高め、貧困を減らし、男女平等を促進するとILOは唱えています。 

 

一部欧州諸国で、最近数十年間に多数の女性が労働市場に参入しました。旧移行経済諸国は
計画経済時代の女性の高い労働力率を継承しましたが、移行過程にこの数字は大きく下落し、EU旧
15カ国の水準を下回るまでになりました。働く母親の場合、働く父親や子どものいない働く女性よりもキ
ャリアの中断や労働時間の短縮がより頻繁に見られ、これはしばしば賃金、キャリア展望、年金に悪影
響を与えています。男女間における無償のケア労働の分業慣行も依然として変わっておらず、結果とし
て、働く母親は働く父親よりもより多くの時間をケアその他の家事に費やしています。 

 

仕事と家庭の調和は多くの欧州諸国で政策課題の上位に上ってきたものの、一貫した政策と実際
行動が依然として伴っていません。様々な休暇取得資格、労働時間短縮、柔軟な労働時間編成(例
えば、フレックスタイムや時間貯蓄制度）、租税政策、社会保障給付、手当、積極的労働市場政策を
様々な形で組み合わせた、仕事と家庭の調和に向けた多様なモデルが欧州全域で導入され、様々な
結果を生んでいます。仕事と家庭の問題に対する欧州諸国のアプローチは以下のように類型化すること
ができます。 

 

・北欧モデル：北欧諸国、そしてフランスもある程度までは、公的部門に非常に依存して、若い親の家庭
と仕事の調和を支援しています。 

・アングロサクソン・モデル：公的部門が小さい国は労働市場の柔軟性と企業による家族に優しい 

職場の提供に頼っています。女性は育児のために一時的に労働市場を離れることができますが、復帰の
際にはキャリアや収入の点で不利な処遇を受ける場合が多くなっています。 

・協調組合主義モデル：オランダのような国々、そしてドイツもある程度までは、仕事と家庭を調和させる
方針について社会的パートナーによる交渉に頼っています。 

・家族主義モデル：とりわけドイツ、ポーランド、南欧諸国は伝統的に仕事と家庭の調和の課題の解決
については、伝統的に家族に大きく依存してきました。 

・旧計画経済：公共及び企業の保育施設の多くに対する補助金や給付がカットされ、これらの諸国は
1990年以降、仕事と家庭の調和に関する政策において最も劇的な変化を経験しています。女性の保
護に向けた最近の法改正は実際には仕事と家庭の調和に対する課題を増加させることになり、ケア労
働が国家から家族の手に戻されつつあります。 

 

労働時間とワーク・ライフ・バランスの分野では、ILOはディーセント・ワークの五つの側面を把握してい
ます。ディーセントな労働時間編成は、安全と健康及び男女平等を促進し、家族に優しく、企業の生
産性と競争力を高め、労働時間に対する労働者の影響力と選択を円滑化するものであるべきです。
ILOは、保育サービスの増加につながる措置、育児・介護休暇申請資格の改革、労働時間短縮、長
期ケア保険、家族に優しい文化と職場の促進、国際労働基準の開発といった、数多くの政策改革を
促進してきました。 

 



 

◆社会政策の強調度合いにおける差異 

 

EU内だけでさえ、社会的保護の形態においては、一般に認められているよりもはるかな多様性が存 
在します。実際、社会的保護に対する政府支出水準の域内諸国におけるばらつきは大きく、EU27カ国
ではすべての社会的保護措置に対する公共支出の対GDP比は平均27%強となっていますが、エストニア、
ラトビア、リトアニア、ルーマニアといったEU新加盟12カ国では15%を下回っています。EU以外での多様性
はさらに大きく、中央アジアでは社会的保護関連支出の対GDP比が10%を下回る国が複数見られます。 

  

政府の全体的な支出の大きさと社会保障支出水準には強い正の相関関係が見られます。平均し
て国家  予算の約半分が社会的保護に支出されていますが、例外もあり、例えばスイスは低い税と比
較的低い合計政府支出を社会的保護に対する高い支出と組み合わせています。社会的保護に対す
る支出水準の違いは主に、所得再配分に対する姿勢の違いと社会保障の財源である税や拠出金を
徴収できる政府の能力を   反映しており、社会的保護の対象となっている人口比率の違いと現金給付
の実質価値及び社会的サービスの質における大きな違いをもたらしています。域内諸国における分散は
次第に広がっているように見え、2000年以降、EU27カ国の中でも社会支出が比較的低い国ではその
対GDP比をさらに低下させ、逆に対GDP比が高い国ではその水準が維持されるかわずかな上昇が見ら
れる傾向があります。域内諸国で見られる経済の収敏は社会支出の収敏につながってはいないように見
えます。 

 

社会的保護支出がEU平均を上回る国は、オーストリア、ベルギー、デンマーク、フランス、ドイツ、オラ
ンダ、スウェーデン、スイスと8カ国ありますが、この中には経済や雇用の成績が良好な国もあれば、それほ
どの結果が出ていない国もあります。したがって、経済成績と社会支出水準の負の相殺論は厳密には
通用しないことが判明しています。 

 

社会支出総額の各給付への配分割合についても分散が見られます。EU27カ国その他データが入手
できる国では社会支出は年金と保健医療に大きく偏っており、より低所得の非EU加盟国でもこの状況
が見られます。イタリアでは社会支出総額の9割以上が年金と保健医療に充てられ、低いデンマークでも
7割強がこの二つに向けられています。この結果として、失業給付や家族給付、住宅・社会扶助といった
他の事業は押し出されてしまう危険性があります。これは現金給付と労働市場における質の高い支援
及びサービスとの間の適正なバランスを達成する労働市場計画に対する相当の投資を求めるフレクシキ 
ュリティ政策にとって決定的に重要です。 

 

全体的な社会的保護コストについて見られる懸念の最大の理由の一つは高齢化の進展とこれが将
来世代に課す負担の大きさで、EUの経済政策評議会が作成した、人口の高齢化が最も重要な社会
保障給付に与える影響に関する予測では、教育支出や失業給付がいくらか節減されるものの年金と保
健医療の分野で相当のコスト増が生じることを推測させます。EU全体としては、2050年までに対GDP比
で年金に対する公共支出を2.2ポイント、保健医療コストを1.6ポイント増加させる必要があることが予測
されています。この増加予測は数年前に比べると控え目になっていますが、これは就業率の上昇と引退
年齢の引き上げ、2000年以降の年金返還率の低下によって説明されます。高齢化社会、高失業率、
グローバル化の課題は程度の差こそあれ、欧州諸国全体に同じような問題を発生させました。これは同
じような政策対応につながっており、既存の年金制度に対して私的に管理する第2の柱を導入すること、
保健制度における経費削減策、失業給付の受給資格条件としての労働市場政策の活性化から構成
されることが多くなっています。 

 

失業給付の返還率も国によって相当の違いがあり、デンマーク、フランス、オランダ、スウェーデンといっ
た古典的なフレクシキュリティー国で最も高くなっており、逆にハンガリー、アイルランド、イタリア、英国とい
った国で低くなっています。 

 

パートタイマーや臨時労働者といった柔軟な雇用形態で働く労働者が国の年金制度に加入できない
国 も多く、こういった労働者が引退後に受け取る年金額は不十分で貧困水準以下の場合もあります。
デン   マークやスウェーデンでは育児のためにキャリアを中断する労働者の引退後の年金額が大きく損な
われ ないよう措置が講じられており、多くのEU新加盟国でも導入されているこのような措置のますますの
広がりが期待されます。 

 

◆柔軟性と安全保障のバランス改善に向けたより強力な労働市場政策の必要性 

 



 

欧州全域において、政策策定者たちは経済グローバル化の中で急速に進化する労働市場を規制す
るという極めて困難な課題に直面しています。より多くの柔軟性を求める声に耳を傾けるか、それとも雇
用、所得、社会的保護に関して柔軟性と安全保障を調和させた新しい手段である「フレクシキュリティ」
モデルに信を置くことができるかは今後の問題です。 

 

自らの労働者数を市場の情勢に合わせて調整できる競争力ある企業がなくては、低い雇用成績し
か期待できません。しかし、集中的な再就職支援、積極的労働市場計画、所得扶助を通じて、労働
者により高い移動性と柔軟性を受け入れる動機を形成し、適応を円滑化する雇用と所得の十分な安
全保障がない  限り、労働市場の高い柔軟性それ自体が失業問題を解決することはできません。フレク
シキュリティ・アプローチの基盤は政府、労働者、使用者の間の政策選択肢に関する対話であると言え
ます。 

 

EU旧15カ国では、欧州社会モデルを維持しつつ、競争力を向上させるのに不可欠な手段として、柔
軟性と安全保障のより良い組み合わせを求めることにますます重点が置かれるようになっています。フレク
シキュリティの方向に進んだこれらの国における労働市場の良好な成績はILOの分析で立証されていま
す。この分析では、現在は高い柔軟性と雇用及び所得における低い安全保障が組み合わされている
EU新加盟国やEU非加盟国でもこのフレクシキュリティ・アプローチが通用することを確認しています。 

 

1995年から2006年にかけて、地域では雇用関係の柔軟化に向かう動きが継続的に見られ、パートタ
イムや臨時雇用の急成長につながりましたが、これらの働き方にはしばしば十分な安全保障が付与され
ていません。柔軟性と安全保障における適切な組み合わせは各国に特有で、その国の法や団体交渉
の伝統、社会的パートナーの力と経験、労働市場機構の発展状況、政策措置に資金を配分する政
治的意思に  左右されます。多大な雇用喪失を伴う現下の危機におけるフレクシキュリティ・アプローチに
は、特に非典型的な雇用形態にあり、既に剰員となっているか、その恐れがある労働者を中心として、
安全保障を強化することが求められます。 

 

ILOはブルガリア、クロアチア、ハンガリー、リトアニア、ポーランドでフレクシキュリティ・アプローチを実践す
るフレクシキュリティ・プロジェクトを実施していますが、これは中・東欧諸国における雇用課題に対する
様々な政策対応を明らかにしています。ILOはまた、この地域におけるフレクシキュリティと賃金の柔軟性
に関する比較研究、そしてブルガリア、クロアチア、ハンガリー、ポーランド、リトアニアの5カ国の国別研究
を盛り込んだ書籍を2007年に刊行しています。このような調査研究やILOの諸会議における話し合いの
結果、フレクシキュリティは地域の政策課題の上部に置かれるようになり、このアプローチに対する認識が
高まりました。地域ではフレクシキュリティが妥当な政策選択肢であるとの論議が高まっており、この分野
におけるILOの政策助言や技術支援が新たに求められています。 

 

◆賃金の対GDP比の低下と所得格差の拡大 

 

地域全体の実質賃金の平均伸び率は2006年に1995年比5%強でしたが、EU旧15カ国を中心とした
多  くの国で、適度の経済成長と労働市場の需給逼迫にもかかわらず数年間にわたって実質賃金の伸
びが抑制されてきました。例えば、1996年からの10年間でスペインでは実質平均賃金がわずかながら低
下し、オーストリア、フランス、ドイツ、イタリア、ポルトガルでは非常に穏やかな上昇しか見られませんでし
た。大多数の国で生産性の向上や経済成長率に沿った実質賃金の上昇が見られず、合計GDPに占
める雇用者報酬の割合の低下と企業利潤の割合の上昇に反映されるように、労働者が受け取る経済
全体のパイの割合は低下してきました。EU27カ国全体ではGDPに占める賃金の割合は1995年に59.6%
でしたが、2007年に57.1%に低下しました。この下降はユーロ圏で特に激しく、59.4%から55.8%への下落が
記録されました。経済通貨同盟の設立とEU拡大後、低下はさらに加速しました。1995年以降、賃金   
がGDPに占める割合は24カ国で低下し、上昇が見られたのはわずかに7カ国です。例えば、ブルガリアの
低下幅は15%と大きく、オーストリア、ノルウェー、ポーランド、スロベニアでも10%近く低下しました。エストニ
ア、ドイツ、ハンガリー、アイルランド、スペインでもかなりの低下が記録されたのに対し、チェコ、デンマーク、
アイスランド、リトアニア、ルーマニア、スウェーデンでは上昇が見られ、英国はほぼ不変でした。EU以外で
は比較可能なデータは入手できませんが、ILOの推計によれば、キルギスタンとカザフスタンでは大きく低
下し、アルメニア、ウクライナ、旧ユーゴスラビア共和国マケドニア、ロシアではよりゆるやかに低下し、ベラ
ルーシとアゼルバイジャンのCIS諸国で上昇したとされます。CIS2カ国では大半で2001年以降実質賃金
が急上昇している事実にもかかわらず、GDPに占める賃金の割合が低下する傾向が一般的に見られま
す。同じような傾向はEU新加盟12カ国においても見られ、1990年代後半以降、実質賃金は上昇して
います。これは90年代前半の実質賃金急落のキャッチアップ期間であったのも事実ですが、この時期は、
例えばエストニア、ラトビア、リトアニアでは2000-07年の生産性の平均年成長率が7%近くに達し、ハンガ
リーを除く他のすべてのEU新加盟の旧移行経済12カ国でも2000年以降毎年3-5%の生産性の伸びが
記録されるという、強い生産性成  長期にも当たっていたことを考慮すると、これらのほとんどの国で労働
生産性の伸びが実質賃金の上昇を追い抜き、実質単位労働コストと賃金シェアの低下につながってい
たと言えます。 



 

 

EU旧15カ国におけるGDPに占める賃金割合の低下に反映されるように、実質賃金の伸びの抑制が
資本と労働の代替に向かわせるインセンティブを減じ、1995年以降に見られる資本の落ち込みの裏にあ
る要因かもしれないと思われます。例えば、スペインでは実質賃金が低下した1996年からの10年間は、
生産性がマイナス成長を示していた時期でもあります。イタリアでも1993-2006年に実質賃金は平均年
0.3%の低下を示してきましたが、EU旧15カ国のうちでイタリアは過去10年程度、スペインに次ぐ低い生産
性の伸びを記録しています。 

 

域内全体で国内における賃金格差の拡大、そして非熟練及び半熟練労働者の相対的な所得状
況の悪化に対する懸念が表明されてきました。賃金分散の動きが特に急速だったのはソビエト時代に賃
金差がわずかしか存在しなかった移行経済諸国であり、CIS諸国中最大の所得不平等が見られるロシ
アでは賃金が最も高い産業(金融業）と最も低い産業との格差が1995年には4倍であったのが、2007年
には7倍に拡大しています。中・東欧諸国全体で賃金格差の広がりが見られます。過去10年間、EU旧
15カ国のうちいくつかでも低賃金稼得者と高賃金稼得者との差が広がり、多くの国で賃金稼得者の上
位1%における報酬額の急増が鋭い批判を浴び、例えば、ドイツのメルケル首相は昨年、トップ役員の収
入の激増   は社会の結束を脅かす可能性があると批判し、これは同国における管理職に対する過剰
な給与を制限する方法に関する議論を開始させました。フランスではCAC-40のトップ役員の報酬額が
ストックオプションの行使によって膨らみ、2007年に平均58%の上昇を示しています。オランダでも上級役
員の報酬に同じような上昇が記録されました。このような傾向は世論にショックを与え、複数の欧州政府
が最 近、厳しい課税措置で対応し、他の国々でも同じような措置が検討されています。 

 

国内における地域間所得格差も面積が大きな国を中心に話題となり、これは疑いなく、CIS諸国で
主要懸念事項となっています。ロシアでは地理的な位置が賃金格差を説明する主な要素となっており、 

2006年に最も発展した地域と最も遅れた地域の間では7倍以上の地域間賃金格差が存在していまし
た。 

地域間格差はクロアチア、チェコ、ハンガリーといった面積が小さい国でも上昇しました。 

 

男女賃金格差の縮小にはある程度の進展が見られましたが、多くの識者がこれは女性の賃金水準
が顕著に上昇したというよりも男性の賃金調整が不十分であったためと指摘しています。 

 

働く貧困層の問題はEU27カ国内の複数の国が抱えるもう一つの重要な問題であり、これはいくつか
の国で最低賃金設定の仕組みに新たな関心が集まり、重要視されるようになってきた理由を説明しま
す。とりわけ、資本と労働の移動が増大したEU拡大後の新たな情勢はまた、EU全体にわたる最低賃 
金導入の可能性、あるいは少なくとも最低賃金の設定に関するEU共通原則の採用に関する議論をも
たらしました。実際、EU加盟国中の大半(27カ国中20カ国）が最低賃金制度を設けており、過去数年 
間、最低賃金の実質上昇を許しました。この傾向はEU非加盟国でも見られます。問題は、近年かなり
上昇してきたにも関わらず、多くの欧州諸国で最低賃金は依然として低く、多くのCIS諸国でそうである
ように、時に公定の最低生活水準または貧困線よりも低い場合さえあることです。 

 

賃金不払いの問題は依然として中央アジア及び南東欧・東欧の一部で見られます。 

GDPに占める賃金比率の推移(1996-2007年） 

 



 

 

◆就労における基本的な権利 

 

欧州・中央アジアは1998年に採択された「労働における基本的原則及び権利に関する宣言」に関
連した八つのILO基本条約の批准率が最も高い地域です。中央アジアであと四つの批准があればこの
地域では完全批准が達成されます。労働における基本的な原則と権利の尊重に向けたこの高いレベル
の誓いは、ILOのディーセント・ワーク課題実行に向けた堅固な基盤を形成します。しかし、域内全域に
実行上の問題が依然見られ、就労上の権利に対する強い法的公約が存在する場合でも関連する国
内機構、とりわけ労働行政と、自由に構成され、機能する労使団体が等しくそれぞれの任務を遂行す
ることを確保する必要があります。 

 

例えば、ILOの最新の児童労働推計では地域内における働く子どもの数は低下しているものの、児
童労働が依然として問題になっている場所もあります。中央アジア及びカフカス諸国では多くのストリー
ト・チルドレンによる最悪の形態の児童労働が見られ、農村の子どもは農業の危険な労働に従事して   
います。この地域が直面している最も切迫した政治的、社会的、人権的な問題の一つは、欧州・中央
アジア最大の少数民族集団であるロマの劣悪な待遇としばしば極度の貧困です。ロマは約1,000万人
存在すると推計されていますが、南東欧におけるロマの人々、特に女性の失業率は50-90%に及びます。
障害に基づく差別は雇用における深刻な問題で、西欧においては、軽い障害を有する人(16-64歳）が
仕事を見つけられる確率は66%であるのに対し、この数字は障害が中度になると47%、そして重度になる
と25%に下がるとされています。 

 

とりわけEU、欧州評議会、欧州安全保障・協力機構(OSCE）といった地域の主要な機構は基本的
労働権の強化において重要な役割を演じてきました。EU市場進出の際の非互恵的な優遇措置である 

EUの一般特恵制度(GSP及び制度参加を希望する弱い国向けのGSP+）は、基本的労働権の遵
守を強める働きをしており、ILO基本条約の批准と遵守がGSP+の特恵待遇を受けるための規準の一つ
となっています。2008年7月2日に更新された欧州社会アジェンダは、経済的自由と基本権保護の間に
箇甑がないよう確保することへの欧州委員会の約束を強調しています。欧州議会は最近、EUにおける
労働協約に対する課題に関する報告書を採択しましたが、ILO条約に認められている基本権の行使が
脅かされてはならないと唱えています。 

 

◆正しい政策の組み合わせを求めての社会対話の再強調 

 

域内全域を通じて、社会対話と政労使三者による協議の価値が幅広く認識されています。政府が
社会的パートナーと共に危機に立ち向かう政策を設計する際に、この資源は特に貴重なものであること
が立証されると考えられます。 

 

過去10-15年の間に欧州・中央アジアの労使関係図は大きな変化を示しました。1990年代初頭に
社会対話が実践されていたのは域内の半数の国に達していませんでしたが、障害や弱点も多いものの、
2008   年には大多数の国で少なくとも公式的にはこの概念が導入されています。社会対話が社会政
策事項に対処し、社会の平和、民主主義、社会の結束の強化に寄与する効率的な手段であることを
示す数々の例があります。社会対話はEUの拡大、欧州通貨単位(EMU）の導入、旧移行経済諸国の
脆弱な民主主義の強化において大きな役割を演じてきました。雇用不安や企業競争力などといった、
地球規模の金融・経済危機に係わる最近の課題に取り組む際の助けともなってきました。 

 

EUにおいては、社会対話の地域的側面が大いに強化されました。政策策定及び意思決定における
社 会的パートナーの関与の増大に向け、決然とした歩みが取られてきました。にもかかわらず、依然とし   
ていくつかの国では、不十分な法制枠組み、今ある労働法制の不十分な遵守、弱い労働行政の仕組
み、社会的パートナーの機構能力の欠如、公共政策による支援の不安定さといった社会対話の効率
性における大きな不足が存在します。 

 

EU旧15カ国では社会対話機構が大体において安定しており、ほとんどの国で産業別の交渉が支配
的になっています。1990年代初めから企業別交渉が主流を占めているEU新加盟12カ国の大半では依
然限定的ながら、産業別交渉がある程度重要性を帯びてきました。過去10年、社会対話の内容は相
当に広がり、訓練や生涯学習、競争力や革新、社会的包摂及び結束、新しい雇用形態及び作業組
織、若者の雇用促進、HIV(エイズウイルス）/エイズといった事項も取り上げられるようになりました。1995
年以降、欧州の社会的パートナーは五つの枠組み協約を締結し、育児休業、パートタイム労働、有期



 

労働、テレワーク、業務関連ストレスに関する最低限のEU基準を定めています。 

 

過去10-15年、西バルカン諸国とモルドバは実効性のある社会対話の条件を形成し、自国の法及び
慣行をILOの基準に適合させ、EUの基準に接近させるよう相当の努力を行ってきましたが、この進展を
持続可能なものとするには、すべての関係者のさらなる誓約が必要とされます。中・東欧及び中央アジ
ア諸国に対するILOの支援は主として社会対話機構の強化、国際基準に沿った方向に向けての労働
法の改正、社会対話プロセスに参加する社会的パートナーの能力向上に向けられてきました。地域に
は   結社の自由や団体交渉権に関する深刻な問題も残っていますが、今こそ社会対話の機構と経験
を再活性    化し、登場しつつある経済的課題に対処する助けになるものとしてそれらを活用することが
望まれます。 

 

＊欧州におけるILO 

 

欧州・中央アジアにおけるILOの活動はジュネーブのILO本部内に置かれた欧州・中央アジア総局が
統括しています。この下に二つの準地域事務所、七つの国別事務所、12の国内調整官が配置されて
います。ブダペストの準地域事務所は中・東欧を担当し、モスクワの準地域事務所は東欧・中央アジア
を担当しています。国別事務所はアンカラ、ベルリン、リスボン、マドリード、パリ、ローマに加え、EU及びベ
ネルクス諸国との連絡事務所がブリュッセルに置かれています。 

 

現在、ILOはディーセント・ワーク国別計画を通じて加盟国政労使と共に、ディーセント・ワークの実現
に向けて努力しています。地域のディーセント・ワーク国別計画その他の協力計画の主たる優先事項は
雇用問題、特に若者の高失業問題に対する取り組みに置かれています。社会保障制度の見直しや   
政策助言、労働安全衛生の概況作成とそれに基づいた事業計画の策定支援、強制労働や人身取
引を含む移民問題への取り組み支援、中核的ILO条約の批准促進などといった活動が進められていま
す。EUとの密接な協力も保たれており、EUの政策文書にはディーセント・ワークなど、ILOの活動に関わ
るものが多く見られます。 

 

2005年に開かれた第7回欧州地域会議で若者の雇用、柔軟性と安全保障の調和、移民の管理、
高齢期 における安全保障の四つが重点分野とされ、これを中心とした活動が展開されてきました。第8
回会議では、ディーセント・ワーク国別計画へのさらなる参加が呼びかけられると共に、危機に対処し、グ
ローバル化の中でILOの目的達成を目指す加盟国政労使の能力構築を支援する活動が求められ、
ILOに対し、危機が地域の雇用、労働、社会に与えている影響の監視・分析、新規企業の創設と育
成の条件を各国が改善することへの支援、基礎的社会保障制度の管理運営・財源確保能力の構築
を求める諸国へ  の支援拡大などが提案されています。 

 

欧州・中央アジア総局のウェブページでは、域内諸国のディーセント・ワーク国別計画、各種調査研
究成果、域内事務所へのリンクなど、当該地域に関する様々な情報が入手できます。 

 

(注1）アルバニア、アルメニア、オーストリア、アゼルバイジャン、ベラルーシ、ベルギー、ボスニア・ヘルツェゴビ
ナ、ブルガリア、クロアチア、キプロス、チェコ共和国、デンマーク、エストニア、フィンランド、フランス、グルジ
ア、ドイツ、ギリシャ、ハンガリー、アイスランド、アイルランド、イスラエル、イタリア、カザフスタン、キルギスタ
ン、ラトビア、リトアニア、ルクセンブルク、旧ユーゴスラビア共和国マケドニア、マルタ、モルドバ共和国、モ
ンテネグロ、オランダ、ノルウェー、ポーランド、ポルトガル、ルーマニア、ロシア連邦、サンマリノ、セルビア、ス
ロバキア、スロベニア、スペイン、スウェーデン、スイス、タジキスタン、トルコ、トルクメニスタン、ウクライナ、英
国、ウズベキスタン 

 

(注2）オーストリア、ベルギー、デンマーク、フィンランド、フランス、ドイツ、ギリシャ、アイルランド、イタリア、ル
クセンブルク、オランダ、ポルトガル、スペイン、スウェーデン、英国 

 

(注3）ブルガリア、キプロス、チェコ共和国、エストニア、ハンガリー、ラトビア、リトアニア、マルタ、ポーランド、
ルーマニア、スロバキア、スロベニア 


